
様式１公表されるべき事項

国立大学法人宮城教育大学の役職員の報酬･給与等について
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②役員報酬基準の改定内容
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役員の報酬等の支給状況２ 

役名
平成21年度年間報酬等の総額

報酬(給与） ｜賞与 ｜その他(内容）

就任･退任の状況

就任 退任
前職

法人の長

千円

17,324 

千円

1１，９１９ 

千円

4,689 

千円

715（地域手当）

A理事

千円

12,737 

千円

8,730 

千円

3,434 

千円

523（地域手当）

4９（通勤手当）

B理事

千円

1２，９１０ 

千円

8,730 

千円

3,434 

千円

523（地域手当）
2２１（i､助手当）
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注1:｢その他｣欄には手当等が支給されている場合は､例えば通勤手当の総額を記入する。
注2:｢前職｣柵には､役員の前職の種類別に以下の記号を付す。

退職公務員｢*｣､役員出向者｢◇｣、独立行政法人等の退職者｢※｣、退職公務員でその後
独立行政法人等の退職者｢＊※｣、該当がない場合は空欄。

注3:総額､各内訳について千円未満切り捨てのため､総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。
※｢地域手当｣とは民間の賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給しているものである。

３役員の退職手当の支給状況(平成21年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

注1:｢摘要｣欄には､具体的な業績の評価等､退職手当支給額の決定に至った事由を記入する。
注2:｢前職｣欄には､退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
退職公務員｢*｣、役員出向者｢◇｣､独立行政法人等の退職者｢※｣、退職公務員でその後
独立行政法人等の退職者｢＊※｣、該当がない場合は空欄。

A監事

千円 千円 千円 千円

（） 

B監事

千円 千円 千円 千円

（） 

C監事
(非常勤）

千円

1,200 

千円

1,200 

千円 千円

（） 
３月３１日

､監事
(非常勤）

千円

1,200 

千円

1,200 

千円 千円

（） 

C理事

-千円

1１，８１８ 

千円

7,842 

千円

3,085 ｜嚢,蝋'’１１．’

区分 支給額(総額） 法人での在職期間 退職年月日 業繊勘案率 摘要 前職

法人の長

千円 年 月

理事Ａ

千円 年 月

理事Ｂ

千円 年 月

理事Ａ
(非常勤）

千円 年 月

理事Ｂ
(非常勤）

千円 年 月

監事Ａ

千円 年 月

監事Ｂ

千円 年 月

監事Ａ
(非常勤）

千円 年 月

監事Ｂ
(非常勤）

千円 年 月



Ⅱ職員給与について
１職員給与についての基本方針に関する事項
①人件費管理の基本方針

〔職…壜…熱……… ］ 
②職員給与決定の基本方針
ア給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

［･家…學に……… 〕
イ職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

N､:i界ｲ匿占 平粍

乏給割合の増減羽

片ニエの内卒

ウ平成21年度における給与制度の主な改正点

①職員及び非常勤職員の期末手当の支給率を､６月期140/100を125/100に改正し、
１２月期160/100を150/100に改正｡また､勤勉手当の成績率の範囲を20/100～95/100を
15/100～90/100に改正した。

②再雇用職員の期末手当の支給率を６月期110/100を100/100に改正し、
１２月期125/100を120/100に改正した。

③教員免許状更新講習業務手当の新設。
④平成21年人事院勧告を受けて平成22年１月から一部の若年層を除き本給額を引下げ、
及び本給の調整額を一部改定した。

⑤住居手当の持家に係る住居手当の支給を平成22年１月から廃止した。

２職員給与の支給状況

①職種別支給状況

※常勤職員の医療職種(病院医師)及び医療職種(病院看謹師)については該当者がいないため有略。

※常勤職員の技能･労務職弧については該当者が1人のため､当咳個人に関する情報が特定される

おそれのあることから､人数以外は記戦していない。

給与種目 制度の内容

賞与:勤勉手当
(査定分）

６月１日及び12月１日(以下1基翠日｣という｡）にそれぞれ在職する職員に

対し基地日以前6箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて､それ
ぞれ支給割合を決定する｡（国家公務員に準拠）

業務遂行に関して優れた成績を修め､本学の運営に貢献した職員に対して､昇給、
昇格及び勤勉手当時期における支給割合の増減を行っている。（国家公務員にflu拠）

[能率､勤務成績が反映される給与の内容］

区分 人員 平均年齢
平成21年度の年間給与額(平均）

総額 うち所定内
うち通勤手当

うち賞与

常勤職員

事務･技術

教育職種
(大学教員）

技能･労務職測

教育職種
(附屈高校教員）

教育職種
(附属義務教育学校教員）

人

238 

人

５１ 

人

1１０ 

人

１ 

人

2３ 

人

5３ 

IUi 

44.8 

劇

39.5 

劇

５１．９ 

閑

儲

４０．８ 

劇

36.7 

千円

7,509 

千円

5,487 
千円

9,248 
千円

千円

7,117 
千円

6,058 

千円

5,524 
千円

4,120 
千円

6,686 
千円

千円

5,341 

千円

4,573 

千円

7７ 

千円

9８ 

千円

7０ 

千円

千円

7６ 

千円

7２ 

千円

1,985 

千円

1,367 
千円

21562 
千円

千円

1,776 
千円

1,485 



※再雇用職員の教育職種(大学教員)、医療職種(病院医師)及び医療職種(病院看謹師)については該当者がいないため省略.

※再雇用職員の事務･技術については該当者が2人以下のため､当該個人に関する情報が特定される

おそれのあることから､人数以外は記載していない。

注1:常勤職員については､在外職員､任期付職員及び再任用職員を除く。

注2:在外職員､任期付職員及び非常勤職員については該当者がいないため表を省略。

再任用職員

珈務･技術

人？］

人９】

菌

篇

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円



②年間給与の分布状況(事務･技術職員／教育職員(大学教員)〔再任用職員を除く｡以下､⑤まで同じ』

円
叩
干
、
６
 

年間給与の分布状況(事務･技術職員） 人
Ⅸ010 

l4IOOO 

l2pOO 

lqooo 

8POC 

6,000 

４IOOO 

2POO 

O 

１５［ 

ＩＯＣ 

、

E＝＝．人数

一口一平均給与額

宮●－第３四分位

一色一第１四分位
一一国の平均給与額

Ⅱ '１１ 
Ｃ 

２０－２３２４－２７２８－３１３２－３５３６－３９４０－４３４４－４７４８－５１５２－５５５６－５９ 

寵歳歳歳歳歳劔餓歳寵

注:①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である｡以下､⑤まで同じ。
※年齢20～23歳､３２～35歳､36～39歳､48～51歳及び56～59歳の骸当者は4人以下であるため､当該個人に関す畳
情報が特定されるおそれのあることから､年間給与額の第１･蕊3分位については表示していない。

(事務･技術職員）

勝騰|平嶬
四分位

分布状況を示すグループ 人員 平均年ｌｌｉｆｉ
第3分位

人 噸 ＰＰＩ 洞普 千Ｆ！

代表的職位

〆・課長 ~､ 
７ 5２．６ 7,901 8,395 8,523 

･課長補佐 ４ ５ＬＣ 7,05］ 

･係長 1７ 4２３ 5,396 5,769 6,024 

･主任 ４ 47.％ 5.254 

･係員 1９ 2Ｒ２ 3，３２１ 3,619 3,813 
-ノ～ 

※課長補佐及び主任の雌111:Vfは4人のため、当該個人にlj91-るI11Hillが特定されるおそれのあることから､年 '111給与額

の第１･錆3分位については表示していない，

千円

'6.000 

14.000 

12,000 

10．000 

８，OOO 

aOOO 

4pOO 

2.000 

0 

年間給与の分布状況(教育職員(大学教員)） 人

iIIIO 

１ 

1５０ 

Ⅱ010 

一人数、

一一平均給与額

」｜Ｆ１ＲｌⅡ
■●－第３四分位Ｕ 

２０－２３２４－２７２８－３１８２-３５３６－８９４０－４３４４－４７４８－５１５２-５５５６－５９ 

歳歳歳歳歳歳歳繊歳歳 式一第１四分位

※32～35歳の該当者は4人以「であるため､当該個人に|)｛ける１１秤'1が特定されるおそれのあることから､年ｌｉＩｊ給与額の
節１.第3分位については表示していない。

分布状況を示すグループ 人員 平均年|齢
|)L1分位

節1分位
平均

四分位

第3分位

１ 
佐

繩長鍬長任員０課課係主係八Ｍ冊●●■●●
陸行

』

ﾉ、

４ 

１７ 

４ 

１９ 錨６０３３２２１２７８ ５←◎４４２ 

.「円

7,901 

5,396 

３，３２１ 

千円

8,395 

7,051 

5,769 

5,254 

3,619 

千I’

8,523 

6,024 

３，８１３ 

※iiⅡ(長補佐及び主任のM鉾11行は4人のため、当該個人に|}Uする'11Hillが特定されるおそれのあることから



(教育職員(大学教員)）

功教及び教務職員@ から､年間給与額

の第１･第３分位については表示していない。

※助教及び教務職員の砿当者は2人以下のため､当該個人に111Ｉする悩報が特定されるおそれのあることから､平均年齢
及び年間給与の平均額は表示していない。

③職級別在職状況等(平成22年４月１日現在)(事務･技術職員／教育職員(大学教員)）

(事務･技術職員）

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
四分位

第1分位
平均

四分位

第3分位

代表的職位

[llii鑿」
人

０７ ７３ 

１２ 

錦

２２ ◆● ６３ ５４ 詔卯而３２ Ｊ● ９７ 
一一

千円

10,082 

7,700 

千円

10,807 

8,163 

来切叙及び教拐HIii員の醒当者は2人以下のため、当該個人にI１０する1W報が特定されるおそれのあること

区分 計 1級 2級 3級 4級 5級 6級

標準的
な職位

係員
主任
係員

係長
主任

課長補佐
係長

課長

課長補佐
課長

人員

(割合）
５ｉ 
￣ 

人

８ 

(15.7％） 

人

1１ 

(21.6%） 

人

2０ 

(39.2%） 

人

４ 

（7.8%） 

人

４ 

（7.8%） 

人

４ 

（7.8%） 

年齢(最商
～段低） 28～2３ 

瀬

32～2６ 

掴

59～3５ 

IHI 

52～4７ 

鰻

55～4９ 

鯛

55～5２ 

鰻

所定内給
与年額(岐

商~股低）

千円

20722～20207 

千円

3,436～2,471 

千円

40550～30089 

千円

50190～4,770 

千円

6,263～50871 

千円

70268～6,263 

年lfI]給与
額(股高～

jilt低）

千円

3D641～2,990 

千円

4,421～3,321 

千円

60138～40215 

千円

7,048～6,530 

千円

8,201～70715 

千円

90579～8,338 

区分 計 7級 8級 9級 10級

標準的
な職位

課長 事務局長 事務局長 事務局長

人員

(割合）

八

一

人

該当なし
（％） 

人

該当なし

（％） 

人

該当なし
（％） 

人

該当なし
（％） 

年齢(最商
～殿低） ￣～ 

翻

戸田ロ

銅

～ 

職

～ 

熊

所定内給

与年額(最
iHi~最低）

戸～

千円

～ 

千円

戸～

千円

戸～

千円

年間給与

額(股商～

｣it低）
～ 

千円

～ 

千円

戸～

千円

戸～

千円



(教育職員(大学教員)）

※1級及び2級における該当者が2人以下のため、当鱗個人に関する１W報が特定されるおそれのあることから

｢年齢(最高～最低)｣以下の珈項については記鞍していない。

④賞与(平成21年度)における査定部分の比率(事務･技術職員／教育職員(大学教員)）

（事務･技術職員）

：)|冬）’

(教育職員(大学教員)）

区分 計 1級 2級 3級 4級 5級

標準的
な職位

教務職員 助教 講師 准教授 教授

人員

(割合）

ｕｉ 
－－ 

人

２ 

（1.8%） 

人

１ 

（0.9%） 

人

該当なし
（％） 

人

3７ 

(33.6%） 

人

7０ 

(63.6%） 

年齢(岐高
～吐低） へ‐

願

へ‐

鯛

戸、ロ

韻

64～3３ 

願

64～4５ 

願

所定内給
与年額(股
商～吸低）

へ‐

千円

宍、ゴ

千円

み～

千円 千円

60561～4,282 

千円

90086～5,741 

年I､給与
額(股商～

燈低）
へ‐

千円

戸田■

千円

戸～

千円 千円

8,874～5,833 

千円

120652～8,016 

区分 夏季(６月） 冬季(12月） 計

管理
職員

一体支給分(期末相当）

在宝支
(平均）

袷分(勤側h相当）

最高～最低

％ 

63.7 

％ 

36.3 

％ 

40.4～33.9 

Oﾉ 
ﾉﾛ 

67.9 

9６ 

32.1 

％ 

37.5～29.6 

％ 

66.0 

％ 

34.0 

％ 

37.8～３１．８ 

一般

職員

－鰍支給分(期末相当）

盃定支給分(勤勉相当）
(平均）

最高～最低

qｿｂ 

64.1 

％ 

35.9 

Ｏ' 
／□ 

40.2～32.9 

ツ６

67.8 

％ 

32.2 

％ 

37.5～29.1 

qｿｂ 

66.1 

％ 

33.9 

％ 

36.3～３１．５ 

区分 夏季(６月） 冬季(12月） 計

管理
職員

－仰支給分(期末相当）

査定支給分(勤勉相当）
(平均）

殿高～股低

％ 

65.5 

％ 

34.5 

Ｏタ
ノ●

34.9～34.1 

％ 

68.7 

％ 

31.3 

％ 

33.9～30.2 

％ 

67.2 

％ 

32.8 

Ｏノ
ノロ

34.4～32.0 

一般

職員

－印支給分(期末相当）

査定支給分(勤勉相当）
(平均）

最高～峨低

％ 

64.5 

％ 

35.5 

％ 

41.9～33.3 

％ 

68.1 

％ 

31.9 

％ 

37.5～29.3 

％ 

66.5 

％ 

33.5 

Ｏノ
ノロ

37.3～３１．２ 



職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準(年額)の比較指標
⑤(事務･技術職員／教育職員(大学教員)）

(事務･技術職員）

対国家公務員(行政職(－)）

対他の国立大学法人等

(教育職員(大学教員）

三》

ロ詞対他の国立大学法人等

注：当法人の年齢別人員榊成をウエイトに用い､当法人の給与を国の給与水準(｢対他の国立大学法人等」
においては､すべての国立大学法人等を一つの法人とみなした場合の給与水準)に置き換えた場合の給
与水準を100として､法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい､人事院において算出

給与水準の比較指標について参考となる事項

○教育職員(大学教員)と国家公務員との給与水地の比較指標９４．０

※上記比較指標は､法人化前の国の教育職(－)と行政職(￣)の年収倍率を基礎に、平成21年

の教育職員(大学教員)と国の行政職(－)の年収比率を比較して算出した指数である。

|鯏鰯鰯驚(…鬮………~川と"’

項目 内容

指数の状況

対国家公務員９１．７

参考

地域勘案９６．８

学歴勘案９１．２

地域･学歴勘案ｇ６－Ｒ

国に比べて給与水準が
高くなっている定量的な
理由

給与水準の適切性の
検証

[回からの財政支出について】

支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合74.9％
(国からの財政支出額3,736,000千円､支出予算の総額4,988,000千円：
平成21年度予算）

【検証結果】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合が74.9％であるが
対国家公務員の指数91.7及び地域勘案96.8であり､累積欠損額も0円で
あることから､給与水ｆｌｕは適正であると考える。

【累槙欠損額について］

累祇欠損額0円(平成21年度決算）

【検証結果】

講ずる措置
上記の検証緒呆を踏まえつつ更なる検証を重ね､今後も給与水準の維持に
努めるものとする。

○事務･技術職昌



Ⅲ総人件費について

~総人件費について参考となる事項へ

「給与､報酬等支給総額｣が前年に比べて3.8％減になっていることについては､平成20年度の教員

の退職者が8名であったのに対し､平成21年度は2名の採用しか行っていないため純粋で6名分減に

なっていること及び給与規程の改正に伴い給与額を引き下げたことが主な要因と考えられる。

「最広義人件費｣も前年に比べ5.1％減になっている主たる要因としては､前述した要因と退職手当

の支給総額が前年に比べ大幅に減少したことにある｡これは､平成21年度の自己都合等退職者が

平成20年度に比べ減少しているため､大幅な人件費の減になっている｡また､福利厚生費については

平成21年度から雇用保険のﾒﾘｯﾄ率が適用になり殖用保険の事業主負担分が減少したこと及び人員が

減少したことに伴い共済の事業主負担分が減少しているのも要因になっている。

中期計画については、「平成21年度までに概ね4％の人件費削減を図る｣こととしており､これに

ついては大学運営会議及び経営協議会において審議を重ね､人件費削減シュミレーションを経て

その実現のため次のとおり｢基本方針｣を定めている。

①人件費改革は､常勤役員報酬･常勤教員(学部)給与･常勤職員給与･常勤教員(附属学校）

給与の全てを検討対象とする。

②本人の意に沿わない退転職､待遇の著しい低下に結びつかないよう考慮する。

③本学の教育研究に支障が生じないよう､また､教育学部課程改革､教職大学院榊想を考慮

した人事計画を策定する。

④Ｈ１8年度に決定した削減計画に基き実施をしている。

総人件費改革の取組状況

注1:｢人件費削減率(補正値)｣とは、「行政改革の遁要方針｣(平成17年12月24日閣議決定)による

人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率であり､平成18年､平成

区分
当年度

(平成21年度）
前年度

(平成20年度） 比較増△減
中期目標期iⅡⅡ１１１始時(平
成16年度)からの畑△減

給与､報酬等支給総額

(A） 

千円

2,290,070 

千円

2,379,619 

千円（％）

-89,549（-3.8％） 

千円（％）

-231,966（-9.2） 

退職手当支給額

(B） 

千円

233,591 

千円

285,366 

千円（％）

-51,775（-18.1％） 

千円（％）

-16,422（-6.6） 

非常勤役職員等給与

(Ｃ） 

千円

171,355 

千円

167,184 

千ｌｘＩ（％）

4,171（2.5％） 

千円（96）

1,306（0.8） 

福利厚生費

(､） 

千円

275,360 

千円

298,272 

千円（％）

-22,912（-7.7%） 

千円（96）

-42,930（-13.5） 

最広義人件費

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 

千円

2,970,376 

千円

3,130,441 

千円（％）

-160,065（-5.1%） 

千円（％）

-290,012（-8.9） 

年度
基準年度
(平成17年

度）

平成1８
年度

平成1９

年度
平成2０
年度

平成2１
年度

給与､報酬等支給総額
(千円）

2,538,388 2,449,506 2,417,847 2,379,619 2,290,070 

人件費削減率
(％） 

-3.5 -4.7 -6.3 -9.8 

人件費削減率(補正値）
(％） 

－３．５ -5.4 -7.0 -8.1 



」
､平成20年､平成21年の行政職(一)職員の年間平均給与の増減率はそれぞれ0％､0.7％、

▲2.4％である。

基準年度(平成17年度)の給与､報酬等支給総額は､法人移行時の人件費予算相当額を

畔
晄
漣
蕊

に算出した平成17年度人件婆予算相当額である。

Ⅳ法人が必要と認める事項

特になし


